
2018 年度の協同組織金融機関の決算と今後の戦略  

古江  晋也  
 

要旨 
 

  

2018 年度の信用金庫、信用組合、労働金庫の決算は、業務純益が信用組合と労働金庫

で前年度を上回るなど明るい兆しもみられたが、その一方で与信コストが信用金庫と信用組

合で増加するなど、引き続き厳しい状況にある。各金融機関は営業推進を活発化させ、経

費削減に取り組んでいるが、日本銀行の金融緩和政策が 8 年目に突入する中、利益を大き

く改善することは難しいというのが現実である。今後は新型コロナウイルスの影響を受け、信

用コストがさらに上昇することも予想され、厳しいかじ取りが求められる。 

 

はじめに 

まもなく 8 年目に突入する日本銀行の

金融緩和政策の影響や地域経済の低迷な

どを受け、2018 年度の信用金庫、信用組

合、労働金庫の各決算は、引き続き厳し

い状態にある。そのため、各金融機関は

貸出金残高の増強や経費削減などに取り

組んでいる。 

本稿では、全国信用金庫協会『全国信

用金庫財務諸表分析』、信金中央金庫『全

国信用金庫概況・統計』、全国信用組合中

央協会『全国信用組合決算状況』、全国労

働金庫協会『全国労働金庫経営分析表』

の資料を中心に、18 年度の信用金庫、信

用組合、労働金庫の損益や主要経営指標

等を分析するとともに、協同組織金融機

関の今後の経営戦略を検討する。 

 

（単位：億円）

16年度 17年度 18年度 16年度 17年度 18年度 16年度 17年度 18年度

業務粗利益 17,222 16,602 16,415 2,881 2,859 2,905 2,167 2,116 2,139

業務純益 3,817 3,348 3,271 785 789 840 355 325 385

（コア業務純益） 2,975 2,923 3,029 666 717 766 347 339 372

資金利益 15,681 15,535 15,465 2,734 2,778 2,814 2,372 2,324 2,345

資金運用収益 16,737 16,417 16,304 3,025 3,035 3,055 2,534 2,460 2,464

貸出金利息 11,554 11,254 11,105 2,365 2,375 2,408 1,933 1,878 1,876

有価証券利息配当金 4,309 4,318 4,353 526 536 527 273 286 292

資金調達費用 1,057 883 841 292 257 241 163 136 119

役務取引等利益 659 595 589 △ 12 △ 11 △ 11 △ 273 △ 288 △ 325

その他業務利益 882 472 361 159 93 103 69 80 119

（債券5勘定尻） 802 423 379 134 76 82 8 △ 4 22

一般貸倒引当金繰入額 △ 41 △ 2 137 16 3 9 0 10 10

経費 13,445 13,256 13,007 2,080 2,067 2,057 1,813 1,781 1,745

人件費 8,155 8,046 7,885 1,304 1,295 1,279 930 914 901

物件費 4,985 4,911 4,828 731 727 734 865 851 827

臨時損益 △ 38 263 △ 66 △ 170 △ 122 △ 270 △ 3 13 △ 17

臨時収益 1,183 1,307 1,190 156 192 129 33 46 28

貸倒引当金戻入益 222 185 190 64 82 40 6 1 1

償却債権取立益 260 233 204 31 36 24 0 0 0

臨時費用 1,221 1,044 1,256 326 314 399 36 32 46

貸出金償却 221 219 227 49 65 64 0 0 0

個別貸倒引当金繰入額 511 403 452 202 158 133 △ 0 △ 3 △ 1

（株式3勘定尻） 340 543 342 25 36 3 8 11 1

経常利益 3,779 3,610 3,204 615 667 569 352 338 368

特別利益 40 68 74 42 58 117 5 14 48

特別損失 159 152 179 35 52 41 14 17 19

当期純利益 2,783 2,652 2,334 467 480 451 249 243 288

（資料）全国信用金庫協会『全国信用金庫財務諸表分析』、全国信用組合中央協会『全国信用組合決算状況』、全国労働金庫協会『全国労働金庫経営分析表』の各年度

労働金庫

図表１　信用金庫、信用組合、労働金庫の損益の推移
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2018 年度の決算状況 

図表 1、２は信用金庫、信用組合、労働

金庫の損益と経営指標の推移を表したも

のである。業務粗利益は信用金庫が引き

続き減少しているのに対して、信用組合

は 4 期ぶり、労働金庫は前年度比で増加

した。 

また業務純益に目を向けると、信用金

庫が前年度比で減少しているのに対し、

信用組合は 2 期連続、労働金庫は前年度

比で増加した。 

業務純益が増加した要因は、信用組合

では貸出金利息が前年度比＋33 億円増加

したため、労働金庫では有価証券利息配

当金や国債等債券売却益を含むその他業

務利益が前年度より増加したためである

（貸出金利息は前年度比▲2 億円）。 

一方、信用金庫における業務純益の減

少要因は、貸出金利息が引き続き減少し

ていることに加え、国債等債券損益が減

少（債券 5勘定尻では前年度比▲44億円）

したことと、一般貸倒引当金繰入額が大

幅に増加したことがあげられる。 

経常利益は労働金庫が前年度比で増加

したものの、信用金庫は 4期連続で減少、

信用組合は前期度比で減少となった。信

用金庫の主な減少要因は、個別貸倒引当

金繰入額や株式等売却損などの臨時費用

が増加したためであり、信用組合の主な

減少要因は、貸倒引当金戻入益や償却債

権取立益などの臨時収益が減少したこと

と、株式等売却損などの臨時費用が増加

したためである。 

 

業種別貸出金残高の増減 

 図表 3、4 は信用金庫と信用組合の 16

年度と 18年度の業種別貸出金残高とその

増減率を表したものである。 

信用金庫と信用組合の貸出金残高は東

日本大震災の影響によって減少に転じた

12 年度以降、一貫して増加している。そ

して業種別には、不動産業と建設業が貸

出金残高の増加をけん引している。 

一方、増減率に目を向けてみると、高

（単位：％）

16年度 17年度 18年度 16年度 17年度 18年度 16年度 17年度 18年度

貸出金利回 1.71 1.63 1.58 2.30 2.21 2.17 1.60 1.50 1.43

有価証券利回 1.03 1.03 1.03 1.19 1.19 1.15 1.13 1.14 1.14

資金運用利回 1.15 1.11 1.08 1.43 1.37 1.33 1.23 1.15 1.08

預金利回 0.07 0.06 0.05 0.15 0.13 0.12 0.07 0.05 0.05

経費率 0.98 0.95 0.92 1.06 1.03 1.01 0.93 0.90 0.86

人件費率 0.60 0.58 0.56 0.66 0.64 0.63 0.48 0.46 0.44

物件費率 0.36 0.35 0.34 0.37 0.36 0.36 0.44 0.43 0.40

資金調達利回 0.08 0.06 0.06 0.14 0.12 0.11 0.08 0.06 0.05

資金調達原価率 1.04 0.99 0.95 1.17 1.10 1.05 1.00 0.93 0.85

預貸金利鞘 0.66 0.62 0.61 1.10 1.06 1.04 0.60 0.55 0.52

総資金利鞘 0.11 0.12 0.13 0.25 0.27 0.28 0.23 0.22 0.23

オーバーヘッドレシオ（OHR） 81.88 81.93 81.11 75.74 74.25 72.87 83.95 84.02 82.40

コア業務純益ROA 0.20 0.19 0.20 0.31 0.32 0.33 0.16 0.15 0.16

自己資本比率 12.78 12.51 12.26 11.78 11.58 11.25 11.02 10.54 10.06

預貸率（平残） 49.38 49.60 49.60 52.14 53.26 54.39 62.36 63.26 64.79

預証率（平残） 30.62 29.90 29.72 22.48 22.28 22.44 12.48 12.73 12.63

常勤役職員数（期中平均） 113,741 112,705 110,844 20,895 20,608 20,086 11,169 11,849 11,893

店舗数（期末） 7,361 7,347 7,294 1,680 1,656 1,628 633 627 620

（注）OHRは「経費÷コア業務粗利益」で計算。

図表２　信用金庫、信用組合、労働金庫の経営諸指標の推移

（資料）図表1と同じ
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い順に信用金庫は「電

気、ガス、熱供給、水

道業」「農業、林業」「教

育、学習支援業」「学術

研究、専門・技術サー

ビス」「その他のサービ

ス」「不動産業」、信用

組合は「電気、ガス、

熱供給、水道業」「その

他の産業」「不動産業」

「宿泊業」「農業、林業」

「学術研究、専門・技

術サービス業」となっ

た。 

 「電気、ガス、熱供

給、水道」への貸出金

残高が増加した理由は、

再生可能エネルギーの

普及を目的に 12年 7月

にスタートした「固定価格買取制度」を

受け、太陽光発電関連事業者への融資が

拡大したためである。ただ、固定買取価

格が段階的に引き下げられてきたことな

どもあり、今後の増加幅は鈍化すると考

えられる。 

 「宿泊業」が増加した要因は、訪日外

客数の増加があげられる。日本政府観光

局の報道発表（20年 1月 17日）によれば、

2018 年は 3,119 万 1,856 人、2019 年は

3,188 万 2,100人（推計値）といずれの年

も統計を取り始めて以来、過去最多を記

録。インバウンド需要を受け、宿泊施設

の建設が進んだ。また、インバウンド需

要の増加は、バスやタクシーなどの運輸

業への融資も高めることとなった。しか

し、19 年 12月下旬に中国湖北省武漢市で

発生した新型コロナウイルスが全世界へ

と拡大する中、今後の訪日外客数は急速

に減少すると考えられ、貸倒れの増加な

どが懸念される。 

 18 年度の「不動産業」への貸出金残高

の割合は、信用金庫は 23.3％と個人

（28.2％）に次ぐシェアを占め、信用組

合は 27.1％と最も高いシェアを占めてい

る。ただ 18年頃からはサラリーマンによ

るシェアハウス融資やアパート建設会社

による「施工不良問題」が報道されるな

ど、賃貸住宅市場においてひずみも見ら

れるようになった。 

日本銀行が 19年 4月に公表した「金融

システムレポート」では、バブル期と比

べると、貸家業を営む個人を含め、借り

手が幅広い投資家に分散していること、

借入期間が長期であることや、物件の個

別性・多様性から、不良債権化する場合

でも時期的にある程度分散して発生する

と考えられるという。ただ関連貸出が、

増減率

製造業 61,499 8.9% 61,535 8.5% 0.1%

農業、林業 1,243 0.2% 1,406 0.2% 13.1%

漁業 534 0.1% 542 0.1% 1.4%

鉱業 564 0.1% 571 0.1% 1.3%

建設業 49,136 7.1% 52,075 7.2% 6.0%

電気、ガス、熱供給、水道業 1,813 0.3% 2,428 0.3% 33.9%

情報通信業 2,551 0.4% 2,729 0.4% 7.0%

運輸業 13,710 2.0% 14,788 2.1% 7.9%

卸売業、小売業 53,718 7.8% 54,138 7.5% 0.8%

金融業、保険業 22,060 3.2% 22,618 3.1% 2.5%

不動産業 153,914 22.3% 167,911 23.3% 9.1%

物品賃貸業 2,867 0.4% 2,866 0.4% 0.0%

学術研究、専門・技術サービス 4,171 0.6% 4,589 0.6% 10.0%

宿泊業 5,762 0.8% 6,012 0.8% 4.3%

飲食業 8,506 1.2% 8,773 1.2% 3.1%

生活関連サービス業、娯楽業 11,645 1.7% 11,114 1.5% -4.6%

教育、学習支援業 2,733 0.4% 3,082 0.4% 12.7%

医療、福祉 22,437 3.2% 22,130 3.1% -1.4%

その他のサービス 20,346 2.9% 22,223 3.1% 9.2%

地方公共団体 53,875 7.8% 55,375 7.7% 2.8%

個人（住宅・消費・納税資金等） 198,566 28.7% 202,908 28.2% 2.2%

合計 691,674 100.0% 719,837 100.0% 4.1%

（資料）全国信用金庫協会『全国信用金庫財務諸表分析』の各年度

図表３　信用金庫における業種別貸出金残高の増減率
（単位：億円）

2016年度 2018年度



全体として、中長期の空室管理・賃料下

落といった共通リスクに晒されている点

は変わらないといい、将来の物件需要に

対して過大投資になっていないかという

点は注視していく必要があると指摘して

いる（52～53頁）。 

賃貸住宅ローンは、依然として貸出金

残高を伸長できる数少ない「成長ドライ

バー」とし

ての役割を

担っている

という現実

がある。こ

うした中、

節税対策や

土地活用の

一環として

賃貸住宅建

設を考える

のではなく、

収益性とい

う観点から

考えること

が求められ

る。 

 なお、「生

活関連サー

ビス・娯楽

業」への貸

出金残高が減少している背景には、規制

強化などを受けてパチンコホールの売上

げが減少したり、倒産件数が増加してい

ることがある。 

 

独自性を追求する 

 長引く日本銀行の金融緩和政策を受け、

地域金融機関は低金利競争に歯止めがか

からない状況が

続いている。こう

した中、借換融資

によるボリュー

ム拡大を求める

のではなく、独自

のビジネスモデ

ルを追求する動

きも活発化して

増減率

製造業 5,633 5.3% 5,684 4.9% 0.9%

農業、林業 441 0.4% 504 0.4% 14.3%

漁業 76 0.1% 83 0.1% 8.1%

鉱業、採石業、砂利採取業 131 0.1% 123 0.1% -5.9%

建設業 7,283 6.8% 7,621 6.6% 4.6%

電気、ガス、熱供給、水道業 409 0.4% 684 0.6% 67.3%

情報通信業 396 0.4% 414 0.4% 4.7%

運輸業、郵便業 1,887 1.8% 2,086 1.8% 10.5%

卸売業、小売業 6,450 6.1% 6,592 5.7% 2.2%

金融業、保険業 3,143 3.0% 3,202 2.8% 1.9%

不動産業 25,599 24.1% 31,092 27.1% 21.5%

物品賃貸業 303 0.3% 293 0.3% -3.4%

学術研究、専門・技術サービス業 625 0.6% 715 0.6% 14.3%

宿泊業 3,662 3.4% 4,285 3.7% 17.0%

飲食業 1,632 1.5% 1,728 1.5% 5.8%

生活関連サービス業、娯楽業 5,333 5.0% 4,974 4.3% -6.7%

教育、学習支援業 269 0.3% 283 0.2% 5.4%

医療、福祉 2,584 2.4% 2,922 2.5% 13.1%

その他のサービス 4,592 4.3% 4,740 4.1% 3.2%

その他の産業 651 0.6% 808 0.7% 24.1%

地方公共団体 5,966 5.6% 6,241 5.4% 4.6%

個人（住宅・消費・納税資金等） 29,307 27.6% 29,831 26.0% 1.8%

合計 106,374 100.0% 114,905 100.0% 8.0%

（資料）全国信用組合中央協会『全国信用組合決算状況』の各年度

図表４　信用組合における業種別貸出金残高の増減率
（単位：億円）

2016年度 2018年度
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（千件）（億円） 図表５ 信用金庫における投資信託窓販取扱状況の推移

販売金額 期末残高 販売件数（千件、右目盛り）

（資料）信金中央金庫「全国信用金庫概況・統計」の各年度



いる。 

 ある金融機関では、事業改善意欲のあ

る事業者を対象とした事業者向け経営サ

ポートローンを商品化し、取引先事業者

の経営改善に取り組んでいる。同ローン

はこれまでの債務を一本化する資金に加

え、1,000 万円までの新たな資金を融資す

ることとしており、すべての債務を考慮

することを特徴としている。そして融資

を行うに際しては、再生支援協議会の活

用に加え、専門家派遣、事業評価書の作

成などにもきめ細かく対応することで地

域における最後の砦としての役割を担っ

ている。 

 また、2000 年代後半ごろから農商工連

携や 6 次産業化などが注目されるように

なったものの、

商品づくりに

注力するあま

り、販売面まで

は手が回らな

いという課題

がある。そこで

注目されるよ

うになったの

が地域商社で

ある。ただ地域

商社は地方自治体が主導したり、地方交

付金を活用するケースが多く、行政機関

の都合で商品開発や販売が行われること

もある。そこで「売れるものを優先的に

商品開発する」をコンセプトに民間資本

100％の地域商社の設立支援に取り組む

ことで地域の活性化をめざす金融機関も

ある。 

 一方、労働金庫においても、非正規雇

用勤労者が増加している中、年収や勤続

年数を理由に銀行から融資を受けること

ができないケースが増加していることを

踏まえ、会員労働組合の非正規雇用勤労

者が融資を受けることができる制度を導

入した労働金庫もある。 

 

預かり資産業務の

動向 

貸出金利回りが

低下し続け、資金利

益が伸び悩む中、預

かり資産業務に力

を入れる金融機関

が増加している。図

表 5は、信用金庫の

投資信託窓販取扱

状況である。最近で

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

（億円） 図表６ 労働金庫の投信窓販純資産残高の推移

（資料）労働金庫連合会「ディスクロージャー誌」の各年度

全国労働金庫の合計、純資産残高は「各年度3月31日時点の基準価格×残高口数」にて算出している
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図表７ 常勤役職員数の推移

信用金庫 信用組合 労働金庫



は、販売件数が

増加している

ものの、販売金

額や期末残高

はほぼ横ばい

で推移してい

るため 1 件当

たりの販売額

は大きく減少

している（14

年度・532,782

円→18 年度・182,870 円）。また信用金庫

内でも預かり資産残高が 1,000 億円を達

成した信用金庫があるのに対し、伸び悩

む信用金庫もあるなど、信用金庫間で差

が大きいという特徴もある。一方、18 年

度末の労働金庫の投信窓販純資産残高

（図表 6）は 889 億円と 14 年度末の 392

億円から大幅に増加した。 

 なお、手数料関係では、20 年 4 月から

未利用口座管理手数料を導入する金融機

関が増加している。詳細は金融機関によ

って異なるが、口座維持管理手数料が地

域金融機関でも導入されるようになった

ことは注目される。 

 
経費削減と業務の効率化 

 業務粗利益が減少する中、経費削減は

金融機関の喫緊の課題となっている。図

表１の経費（人件費と物件費）は、18 年

度の信用組合の物件費が前年度を上回っ

たものの、3業態とも減少傾向にある（13

年度を 100 とした常勤役職員の推移につ

いては図表 7を参照）。 

貸出金利回りの低下に歯止めがかから

ない中、今後も経費削減は継続していく

とみられ、店舗運営コストを削減するた

め営業店における「昼休み」などの営業

時間の変更や、「平日休業」を導入する動

きは協同組織金融機関でも広がっていく

であろう。 

 また経費を削減するためには、業務の

効率化が欠かせない。そこで渉外活動時

にはタブレット端末を活用することでリ

アルタイムに顧客情報を把握したり、受

取書を発行することなく取引先の電子サ

インでシステム登録ができる仕組みの導

入を図る協同組織金融機関がある。さら

には、働き方改革の一環として渉外担当

者が作成していた融資案件に関する稟議

書を内勤の役席者が作成するなど、チー

ムワークを強化することで対応する協同

組織金融機関もある。 

 ただ、信用金庫の職員数の推移をみる

と、渉外人員が他の職種の人員よりも減

少幅が大きいという特徴がある（図表 8）。

地域によっては、採用者数が計画を下回

るケースもあるというが、「フェイス・ト

ゥ・フェイス」を営業推進の中核と据え

てきたことを考慮すれば、渉外人員の減

少は今後の渉外活動のあり方を転換せざ

るを得ない可能性をはらんでいる。 

 

店舗戦略と経営統合 

 日本銀行が公表した「金融システムレ
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ポート」（17 年 10 月）では、適正な競争

環境の下で、金融機関が収益性を改善し

ていくための選択肢の一つとして金融機

関の合併・統合を提案しており、金融庁

も金融機関の合併・統合には、積極的な

考えを示している（例えば、金融庁が設

置した「金融仲介の改善に向けた検討会

議」が 18 年 4 月 11 日に公表した報告書

『地域金融の課題と競争のあり方』）。 

このような流れの中、信用金庫や信用 

組合においても合併・経営統合が進行し

ており、経営規模の拡大によって収益性

の改善をめざす動きが目立っている。金

融機関の経営統合は、例えば、預金量や

融資残高といったボリュームを積み上げ

る効果もあるが、やはり、今日の金融環

境下で重視されるのは、店舗の統廃合で

あろう（店舗数の推移は図表 9 を参照）。 

特に主たる営業地域が重複する場合、

「店舗内店舗」などを導入することで統

廃合を行うと、一時的に減損コストは増

加するものの、経費は削減されることが

見込まれる。ただ金融機関の合併・経営

統合が収益性や組織の価値の向上に貢献

するという点については、かなり疑わし

い側面がある。その理由は、マイナス金

利政策の環境の下で収益性や組織の価値

を向上させる要因とは、ビジネスモデル

のあり方や顧客

のロイヤリティ

（愛着度合い）

の高さであり、

ボリュームでは

ないと考えられ

るからである。 

また合併や経

営統合は、組織

文化の違いをな

くすなど、膨大なエネルギーを内向きな

活動につぎ込む必要があり、新たなビジ

ネスモデルを構築することが後回しにさ

れることも少なくない。協同組織金融機

関の利益の源泉が顧客との対話にあるこ

とを考慮すれば、まず顧客とのコミュニ

ケーションを深掘りする戦略を構築する

ことが求められる。 

 

おわりに 

 新型コロナウイルスの感染拡大による

景気悪化が懸念される中、日本銀行は 20

年 3月 16日に金融政策決定会合を開催し、

金融緩和の強化を決定した。追加的な金

融緩和策の主な内容は、上場投資信託や

不動産投資信託の積極的な買入れや、コ

マーシャルペーパーや社債買入れの増額

に加え、民間企業債務を担保に最長 1 年

の資金を 20年 9月末まで金利ゼロ％で供

給する企業金融支援である。 

 現在、新型コロナウイルスの感染拡大

の影響は、様々な業種に広がっており、

金融機関には資金繰りの相談が増加して

いるという。前述の日本銀行の企業金融

支援は、中小企業等の資金繰りに対応し

たものであるが、感染拡大の収束のめど

が立たない中、金融機関経営はさらに厳

しい状況になることが予想される。 
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今後の協同組織金融機関のマネジメン

トについては、新型コロナウイルスの収

束時期に大きく左右されるが、早期に収

束しても当分の間は自粛ムードや所得の

減少などを受け、消費が感染拡大前のよ

うに回復せず、信用コストが増加するこ

とも考えられる。 

現在、日本銀行や金融庁は地域金融機

関に収益性を高めることが求めており、

地域金融機関の中には業務の効率化の一

環として訪問活動を削減するなどの動き

もある。しかし、このような状況である

からこそ、取引先企業に寄り添い、経営

者の悩みに耳を傾け、ともに解決策を見

つけ出すことが重要であり、行政機関に

おいても地域金融機関の役割を理解した

政策対応が求められる。 

 




